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平　均
伸び率

0.4%

0.0%

0.2%

区　分

市税

その他

合計

歳
　
入

経常収支比率

公債費負担比率

80％台

目　標

15％以内

H29 H30 H31 H32 H33 H34

90.9 92.1 92.7 90.1 88.9 89.6

13.4 13.0 13.1 12.3 11.8 12.5

H29 H30 H31 H32 H33 H34

937 926 944 947 935 954

1,078 1,189 1,162 1,089 1,070 1,080

2,015 2,115 2,106 2,036 2,005 2,034

平　均
伸び率

0.3%

△0.8%

0.2% 

区　分

消費的経費

投資的経費

合計

歳
　
出

H29 H30 H31 H32 H33 H34

1,739 1,765 1,780 1,764 1,754 1,769

276 350 326 272 251 265

2,015 2,115 2,106 2,036 2,005 2,034

（※7）

（※8）

※6土地区画整理事業は鶴田第2、宇大東南部第１・第２、岡本駅西土地区画整理事業の合計です。※7経
常収支比率　財政の弾力性を示す指標。市税などの一般財源のうち、人件費、扶助費、公債費などに使わ
れる一般財源の割合。※8公債費負担比率　財政の健全性を示す指標。一般財源に占める公債費（市債の
返済）の割合。
◎この特集についての問い合わせは、財政課☎（632）2064へ。
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※1自主財源　地方公共団体が自主的に収入できる市税、使用料・手数料、諸収入など。※2依存財源　
地方公共団体が発行する市債や国・県の意思決定などに基づき交付される国庫支出金、県支出金、地方譲
与税など。※3義務的経費　生活保護など、支出が義務付けられ、任意に削減できない経費。※4投資的
経費　道路建設など社会資本整備に要する経費（普通建設事業費、災害復旧事業費）。※5計算に使用し
た人口は、平成29年3月31日の52万1,702人。

財政状況をお知らせします

一般会計

会計別

市税収入

平成28年度の決算
　平成28年度の市の決算がまとまりました
ので、お知らせします。普通建設事業費は増
加し、公債費（市債の返済）は減少しました。
また、市債残高の減少などにより、本市の財
政は引き続き健全性を維持しています。

Point
ポ　イ　ン　ト ！

Point！

市税収入は 億円に増加
（前年度比10億円増）

929
　市税収入は企業収益や雇用環境の改善などによる所得の増加に伴
い、増加傾向にあります。
　平成２７年度は税制改正に伴う法人市民税の税率引き下げなどによ
り、一時的に減少しましたが、平成２８年度は９２９億円となっています。

億円1,963
（前年度比17億円・0.9％減）

億円1,929 億円34

億円の黒字12
（前年度比10億円・0.5％減）

－ ＝
実質収支

歳　入 歳　出

主な理由主な理由
翌年度に
繰越22億円

（平成28年度中
に事業が完了し
なかったもの）

もっと
　詳しく！

歳入と歳出の内訳はどうなってるの？

▽人件費の減少▽中小企業事業資金貸付金の減少▽
高齢化の進行や少子化対策の拡充に伴う扶助費の増加
▽普通建設事業費の増加

▽地方消費税交付金や
地方交付税の減少▽市
税収入の増加など

■今後５年間を見通した計画を立てています　市では、
将来の歳入と歳出の見通しから、財政運営上の課題を
明らかにし、財政の健全性と安定性を確保するために、
中期財政計画を毎年、策定しています。
■今後の収支の見込み
▽歳入　市税収入が景気の回復に伴い緩やかに増加
する見込み。
▽歳出　扶助費などの社会保障関係経費の増加によ
り消費的経費が増加するとともに、「未来への投資」に
つながる複数の大型建設事業を着実に実施していく
ため、一時的に投資的経費も増加する見込み。
■計画に基づいて健全な財政運営に努めます　その
ため、市税などの収納対策の強化や行財政改革を図る
とともに、市債や基金を活用し、今後のまちづくりや市
民サービスの質の向上に的確に対応していくものとし
ました。
　計画期間中において、財政指標は、おおむね目標の
範囲内で推移する見込みですので、計画に基づき、健
全な財政運営に努めていきます。

■市税
929億円（＋10億円）
市民税や固定資産税、
軽自動車税など、皆さん
が納めた税金。

■諸収入
184億円（△21億円）
市の預金の利子や貸付
金の元利収入など。

■繰入金
40億円（△16億円）

■使用料・手数料
32億円（△1億円）

■繰越金
24億円（△7億円）

■その他の自主財源
28億円（0億円）

■国庫支出金
351億円（＋33億円）
特定の事業に対して国
から交付されるお金。

■県支出金
115億円（＋2億円）

■地方消費税交付金
93億円（△10億円）

■市債
103億円（＋2億円）

■地方交付税
37億円（△4億円）

■その他の依存財源
27億円（△5億円）

■扶助費
525億円（＋32億円）
生活保護や保育などの経費。

■人件費
296億円（△8億円）
議員や職員などにかか
る議員報酬や給与、退
職手当などの経費。

■公債費
133億円（△1億円）■普通建設事業費

259億円（＋15億円）
道路・公園・河川・建物などを整備する経費。

■災害復旧事業費
8億円（＋4億円）
被災した施設を復旧する
ための経費。

■物件費
235億円（0億円）
施設の光熱水費やごみ収
集業務委託などの経費。

■補助費等
137億円（△7億円）
■貸付金
164億円（△20億円）

■繰出金
131億円（0億円）

■維持補修費
21億円（0億円）

■その他
20億円（△25億円）

■民生費
742億円（＋39億円）
生活保護や高齢者、
障がい者、児童など
の福祉のための経費。

■土木費
247億円（＋20億円）
道路・公園・河川などを
整備する経費。

■商工費
182億円（△18億円）
商工業の支援や観光イ
ベントなどの経費。
■教育費
211億円（＋2億円）
小・中学校などの運営や
社会教育などの経費。

■公債費
133億円（△1億円）
市が借り入れているお金
を返済するための経費。

■総務費
183億円（△39億円）
地域振興や市役所の全
般的な事務などの経費。

■衛生費
144億円（＋2億円）
各種検診やごみ処理な
どの経費。

■消防費
51億円（△14億円）

■農林水産業費
18億円（△4億円）

■その他
18億円（＋3億円）

歳入
1,963億円
（17億円減）

自主財源（※1）
63.0％

依存財源（※2）
37.0％ 歳出

（目的別）
1,929億円
（10億円減）

歳出
（性質別）

1,929億円
（10億円減）

義務的経費（※3）
49.5％

その他の経費
36.6％

投資的経費（※4）
13.9％

民生費
項目 額 前年度比 項目 額 前年度比

土木費

総務費

公債費

教育費

衛生費

商工費

消防費
農林水産業
費

その他

142,241 

47,313 

35,020 

25,541 

40,501 

27,585 

34,942 

9,844 

3,409 

3,361 

＋7,219

＋3,796

△7,694

△136

＋436

＋350

△3,386

△2,625

△877

＋471

人件費

目的別　支出（歳出） 性質別　支出（歳出）

扶助費

公債費

投資的経費

物件費

補助費等

貸付金

繰出金

維持補修費

その他

56,809 

100,682 

25,540 

51,199

44,958 

26,256 

31,439 

25,057 

4,004 

3,813 

△1,608

＋6,070

△135

＋3,593

△86

△1,343

△3,995

△78

△77

△4,787

市民1人当たりの使い道（※5）

（億円）■収支見通し（一般会計）

■市税収入の推移

（％）■財政指標の見通し

市債残高 Point！

市債残高は 億円に減少1,068
市民１人当た
り20万5,000
円（前年度比
4,000円減）
だよ！

■市債とは　道路や学校などの施設整備を行うために資
金を借り入れるものです。整備された道路や施設は、次の
世代の人にも利用されるため、その返済を長期間に分割
して行うことで、世代間負担の公平性を確保しています。

■市債残高の推移（一般会計）

26

1,112

28

1,068

27

1,089

25

1,131
1,157
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歳　入
1,962億8,101万円

583億9,017万円
290億6,421万円

1億9,188万円

48億6,485万円
16億   439万円

136億9,347万円
1億4,625万円
1億9,880万円

65億3,993万円
2億1,591万円

1,149億   986万円

歳　出
1,929億  288万円

583億7,749万円
286億   734万円

1億4,587万円

48億5,863万円
16億   439万円

135億4,558万円
1億4,376万円
1億9,880万円

62億9,819万円
2億   681万円

1,139億8,686万円

差引額
33億7,813万円

1,267万円
4億5,686万円

4,600万円

622万円
0万円

1億4,789万円
250万円

0万円

2億4,175万円
910万円

9億2,299万円

会　計　名
一般会計

国民健康保険

特
別
会
計

企
業
会
計

介護保険
母子父子寡婦福祉
資金貸付事業
後期高齢者医療
生活排水処理事業
競輪
駐車場
都市開発資金事業

土地区画整理事業（※6）
育英事業

特別会計合計

歳　入

116億   545万円
5億3,748万円

140億6,459万円
32億6,950万円

7億1,801万円
5,084万円

302億4,587万円

94億7,722万円
42億4,944万円

127億8,297万円
80億1,081万円

7億1,542万円
1億1,290万円

353億4,874万円

21億2,823万円
△37億1,196万円

12億8,162万円
△47億4,130万円

260万円
△6,206万円

△51億   287万円

歳　出 差引額会　計　名

収益的収支
資本的収支
収益的収支
資本的収支
収益的収支
資本的収支

企業会計合計

水道事業

下水道事業

中央卸売
市場事業

※資本的収支での不足額（△で表示）については、収益的収支での利益や積立金などで補いました。
※表示単位未満を四捨五入した関係で、合計額と合わない箇所があります。

（　）内は前年度比

単位：円

中期財政計画

（前年度比21億円減）
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れる一般財源の割合。※8公債費負担比率　財政の健全性を示す指標。一般財源に占める公債費（市債の
返済）の割合。
◎この特集についての問い合わせは、財政課☎（632）2064へ。
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■市税
929億円（＋10億円）
市民税や固定資産税、
軽自動車税など、皆さん
が納めた税金。

■諸収入
184億円（△21億円）
市の預金の利子や貸付
金の元利収入など。

■繰入金
40億円（△16億円）

■使用料・手数料
32億円（△1億円）

■繰越金
24億円（△7億円）

■その他の自主財源
28億円（0億円）

■国庫支出金
351億円（＋33億円）
特定の事業に対して国
から交付されるお金。

■県支出金
115億円（＋2億円）

■地方消費税交付金
93億円（△10億円）

■市債
103億円（＋2億円）

■地方交付税
37億円（△4億円）

■その他の依存財源
27億円（△5億円）

■扶助費
525億円（＋32億円）
生活保護や保育などの経費。

■人件費
296億円（△8億円）
議員や職員などにかか
る議員報酬や給与、退
職手当などの経費。

■公債費
133億円（△1億円）■普通建設事業費

259億円（＋15億円）
道路・公園・河川・建物などを整備する経費。

■災害復旧事業費
8億円（＋4億円）
被災した施設を復旧する
ための経費。

■物件費
235億円（0億円）
施設の光熱水費やごみ収
集業務委託などの経費。

■補助費等
137億円（△7億円）
■貸付金
164億円（△20億円）

■繰出金
131億円（0億円）

■維持補修費
21億円（0億円）

■その他
20億円（△25億円）

■民生費
742億円（＋39億円）
生活保護や高齢者、
障がい者、児童など
の福祉のための経費。

■土木費
247億円（＋20億円）
道路・公園・河川などを
整備する経費。

■商工費
182億円（△18億円）
商工業の支援や観光イ
ベントなどの経費。
■教育費
211億円（＋2億円）
小・中学校などの運営や
社会教育などの経費。

■公債費
133億円（△1億円）
市が借り入れているお金
を返済するための経費。

■総務費
183億円（△39億円）
地域振興や市役所の全
般的な事務などの経費。

■衛生費
144億円（＋2億円）
各種検診やごみ処理な
どの経費。

■消防費
51億円（△14億円）

■農林水産業費
18億円（△4億円）

■その他
18億円（＋3億円）

歳入
1,963億円
（17億円減）

自主財源（※1）
63.0％

依存財源（※2）
37.0％ 歳出

（目的別）
1,929億円
（10億円減）

歳出
（性質別）

1,929億円
（10億円減）

義務的経費（※3）
49.5％

その他の経費
36.6％

投資的経費（※4）
13.9％

民生費
項目 額 前年度比 項目 額 前年度比

土木費

総務費

公債費

教育費

衛生費

商工費

消防費
農林水産業
費

その他

142,241 

47,313 

35,020 

25,541 

40,501 

27,585 

34,942 

9,844 

3,409 

3,361 

＋7,219

＋3,796

△7,694

△136

＋436

＋350

△3,386

△2,625

△877

＋471

人件費

目的別　支出（歳出） 性質別　支出（歳出）

扶助費

公債費

投資的経費

物件費

補助費等

貸付金

繰出金

維持補修費

その他

56,809 

100,682 

25,540 

51,199

44,958 

26,256 

31,439 

25,057 

4,004 

3,813 

△1,608

＋6,070

△135

＋3,593

△86

△1,343

△3,995

△78

△77

△4,787

市民1人当たりの使い道（※5）

（億円）■収支見通し（一般会計）

■市税収入の推移

（％）■財政指標の見通し

市債残高 Point！

市債残高は 億円に減少1,068
市民１人当た
り20万5,000
円（前年度比
4,000円減）
だよ！

■市債とは　道路や学校などの施設整備を行うために資
金を借り入れるものです。整備された道路や施設は、次の
世代の人にも利用されるため、その返済を長期間に分割
して行うことで、世代間負担の公平性を確保しています。

■市債残高の推移（一般会計）

26

1,112

28

1,068

27

1,089

25

1,131
1,157

24 （年度）

（億円）

0

1,200

1,100

1,000

26

931

28

929

27

919

25

893879

24 （年度）

（億円）
1,000

900

800

0

歳　入
1,962億8,101万円

583億9,017万円
290億6,421万円

1億9,188万円

48億6,485万円
16億   439万円

136億9,347万円
1億4,625万円
1億9,880万円

65億3,993万円
2億1,591万円

1,149億   986万円

歳　出
1,929億  288万円

583億7,749万円
286億   734万円

1億4,587万円

48億5,863万円
16億   439万円

135億4,558万円
1億4,376万円
1億9,880万円

62億9,819万円
2億   681万円

1,139億8,686万円

差引額
33億7,813万円

1,267万円
4億5,686万円

4,600万円

622万円
0万円

1億4,789万円
250万円

0万円

2億4,175万円
910万円

9億2,299万円

会　計　名
一般会計

国民健康保険

特
別
会
計

企
業
会
計

介護保険
母子父子寡婦福祉
資金貸付事業
後期高齢者医療
生活排水処理事業
競輪
駐車場
都市開発資金事業

土地区画整理事業（※6）
育英事業

特別会計合計

歳　入

116億   545万円
5億3,748万円

140億6,459万円
32億6,950万円

7億1,801万円
5,084万円

302億4,587万円

94億7,722万円
42億4,944万円

127億8,297万円
80億1,081万円

7億1,542万円
1億1,290万円

353億4,874万円

21億2,823万円
△37億1,196万円

12億8,162万円
△47億4,130万円

260万円
△6,206万円

△51億   287万円

歳　出 差引額会　計　名

収益的収支
資本的収支
収益的収支
資本的収支
収益的収支
資本的収支

企業会計合計

水道事業

下水道事業

中央卸売
市場事業

※資本的収支での不足額（△で表示）については、収益的収支での利益や積立金などで補いました。
※表示単位未満を四捨五入した関係で、合計額と合わない箇所があります。

（　）内は前年度比

単位：円

中期財政計画

（前年度比21億円減）


